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御前崎港臨港地区内における構築物建設許可について
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●御前崎港においてバイオマス発電施設を建設する計画が進⾏中。
▸県環境影響評価条例による⼿続きは、「評価書」縦覧まで終了。
▸現在、事業者にて、事業実施に際し必要となる各個別法の許認可⼿続きを実施中。
▸許認可権者は、許認可に際し、「評価書」の内容について配慮することとされている。

●建設予定地は、臨港地区内の分区上、「商港区」であるため、分区条例※１の規制により発電
施設の建設は禁⽌構築物に該当。

●対応⽅針
①分区条例第３条ただし書き（知事による許可）※２の規定により建設を許可する
（＝本⽇の地⽅港湾審議会の審議事項）

②建設予定地の港湾計画の⼟地利⽤計画は、発電所の⽴地に馴染まない「港湾関連⽤地」
となっていることから、今後、発電所の⽴地に馴染む「⼯業⽤地」に変更する。

検証事項 結果
①現状の港湾の管理上、⽀障がないこと ・埠頭内の既存の荷役、貨物輸送に⽀障なし

（原料搬⼊が１〜２回／⽉、４〜５⽇／回程度）
②今後の港湾の利⽤計画上への⽀障 ・バイオマス発電の事業期間は20年。現港湾計画の実現までに相当

な期間（20年以上）を要することから⽀障はない。
③構築物の建設の必要性や合理的な理由 ・国や県の政策である再⽣可能エネルギー振興に沿ったもの

・港湾貨物の取扱量の拡⼤が期待でき港湾振興上有意義
・近隣市町の雇⽤創出（発電所 直接雇⽤︓20〜30⼈/年）

［※１：静岡県の管理する港湾の臨港地区内の分区における構造物の規制に関する条例］

Ⅰ 審議の概要

［※２：知事が「公益上その他特別の事情によりやむを得ない」と認めたもの］
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Ⅰ 審議の概要

完成パース

建設予定地
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第37回（H27. ３） 清⽔港港湾計画
▸【審議】塚間地区専⽤埠頭計画 《軽易な変更》
▸【審議】新興津地区⼩型船だまり計画 《軽易な変更》

第38回（H29. ３） 清⽔港港湾計画
▸【審議】新興津地区港湾環境整備施設計画

《軽易な変更》
▸【報告】清⽔港国際クルーズ拠点形成計画ほか
▸【報告】(仮称)御前崎港バイオマス発電事業

第39回（H29. ９） 清⽔港港湾計画
▸【審議】⽇の出地区公共埠頭計画ほか 《⼀部変更》

第40回（H31. ３） 清⽔港港湾計画
▸【審議】江尻地区公共埠頭計画ほか 《軽易な変更》

Ⅱ 静岡県地方港湾審議会 （１）審議会について

港湾管理者はその業務を円滑に⾏うため、学識経
験者、港湾関係者及び関係⾏政機関の⻑等によっ
て構成される地⽅港湾審議会を設置し、港湾管理
者の⾏う業務に関する重要事項について諮問し、その
意⾒を港湾の管理運営、港湾計画の策定等に反映
させることとしている。
※「港湾法」第35条の２、「静岡県地⽅港湾審議会条例」

５．最近５年間の開催状況

１．概要

２．諮問事項

３．地⽅港湾審議委員
① 学識経験者 9名
② 港湾関係者 6名
③ 国の地⽅⾏政機関の職員 4名
④ 議会の議員を代表する者 1名
⑤ 臨時委員（該当港湾所在市町） 2名

合計 22名
※ 臨時委員︓知事が必要と認める者

(1) 港湾計画の策定⼜は変更に関する事項
(2) 港湾環境整備負担⾦の負担に関する事項
(3) その他港湾の開発、利⽤、保全及び管理に関

する重要事項

４．幹事会
○幹事は、審議会の所掌事務について、委員及び臨

時委員を補佐する。（条例第7条第3項）
○幹事会は審議会において審議すべき事項について

、あらかじめ調査審議し、議決する。
○幹事⻑は、前項による幹事会の経過及び結果を

審議会に報告する。
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第38回静岡県地⽅港湾審議会（平成29年３⽉開催） 報告事項（１／３）
Ⅱ 静岡県地方港湾審議会 （２）これまでの振り返り-①
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第38回静岡県地⽅港湾審議会（平成29年３⽉開催） 報告事項（２／３）
Ⅱ 静岡県地方港湾審議会 （２）これまでの振り返り-②
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御前崎港の発電事業について、⽊質バイオマスに地元未
利⽤材も受け⼊れ可能との記載があるが、静岡県森林
局における林業の施策⽅針と発電に使⽤される⽊質ペ
レットとして県産材利⽤を考慮しているのかについて、県の
考えを伺いたい。

現在は輸⼊及び県間伐材の割合はまだ決められていな
いという認識である。ただし、年間30万トンの⽊質ペレット
を国内だけでは集めることは難しいため、⼤半は輸⼊する
⽅針であると伺っている。

将来的な国産・県産⽊質ペレットの使⽤について、港湾
局としての意向があるのか伺いたい。

静岡県の施策として⽅針が⽰されるのであれば港湾局と
して推進する⽴場にあるが、基本的には使⽤材料につい
ては⺠間事業者の経営判断に委ねるものであり、規制は
難しいものと認識している。

県産材は⾼付加価値を持つ商品として流通させ、燃料
⽤のペレットは低廉な輸⼊材を調達することが理に適って
いるという主旨の発⾔である。県の施策として、説明の通
りの整理を進めることが望ましいと考える。

県内の間伐材は⽊材販売を中⼼に展開する⽅針である。
整理の提案について承知し、また、整理結果の普及に向
けて努⼒していく。

⽊質ペレットについて輸⼊材を使う場合、輸⼊元の環境、
地球規模の環境について配慮されるのがよろしいと考える。
⽊質ペレットによる発電は、⽐較的環境負荷が少ない形
態であると考える。また、県産材を⽊質ペレットとしてでは
なく⽊材として使うことに関して、その商業的価値及び発
電に⽤いる燃料の計画と整合されるものと考える。

御前崎港の発電事業については、今後、環境アセスメン
ト・環境影響評価審査が⾏われる。⽊質ペレットの⽣産
に関して原⽊の伐採はないものと考えられるが、使⽤燃料
についてはアセスメント・審査において議論されるものと考
えられる。

委員からのご質問 事務局の回答

第38回静岡県地⽅港湾審議会（平成29年３⽉開催） 報告事項（３／３）
Ⅱ 静岡県地方港湾審議会 （２）これまでの振り返り-③
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Ⅲ 御前崎港の概要 （１）御前崎港の全景
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億円万フレートトン 総取扱貨物量の推移

⃝ 2018年の総取扱貨物量は327万トン（前年⽐0.2%減）となった。
⃝ 2016年から2017年にかけて、総取扱貨物量が25%増となったが、これは主に欧州⽅⾯へ

輸出される完成⾃動⾞などの外貿貨物の増加による。
⃝ 主要貨物は、完成⾃動⾞、⾃動⾞部品、鉄鋼など。

左軸：■輸出 ■輸入 ■移出 ■移入
右軸：―貿易額

Ⅲ 御前崎港の概要 （２）取扱貨物量の概況-①
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鉄鋼
54%

輸送⽤容器
16%

⽊製品
11%

その他⽯油製品
8%

その他
11%

平成30年
輸⼊量

15万トン

⃝ 外貿貨物の中⼼は、欧州⽅⾯へ輸出される完成⾃動⾞（外貿総貨物量の7割強）
⃝ また、⾃動⾞部品、⼆輪⾞を含めると、外貿貨物の約９割が⾃動⾞関連貨物である
⃝ 内貿貨物は、九州⽅⾯への⾃動⾞部品、紙･パルプ、アルミ（RORO貨物）等である

Ⅲ 御前崎港の概要 （２）取扱貨物量の概況-②

その他輸送機械
42%

輸送⽤容器
16%

砂利・砂
9%

染料・塗料・合成樹脂
7%

紙・パルプ
6%

⾮⾦属鉱物
5%

その他
15%

平成30年
移⼊量

58万トン
（うちRORO貨物45万トン）

完成⾃動⾞
79%

⾃動⾞部品
16%

⼆輪⾃動⾞
2%

その他輸送機械
1%

その他
2%

平成30年
輸出量

144万トン

主な荷主（外貿）

完成⾃動⾞ スズキ（株） 【輸出】

鉄鋼 ナカジマ鋼管（株） 【輸⼊】

輸 出

輸 入

移 出

移 入

（対前年⽐0.98）

（対前年⽐0.97）

⾃動⾞部品 ジヤトコ（株） 【移出】

紙･パルプ ⽇本製紙（株）、新東海製紙（株） 【移出】
王⼦マテリア（株） 【移⼊】

主な荷主（内貿）

⾃動⾞部品
36%

⽯材
12%紙・パルプ

10%

砂利・砂
9%

⽊製品
5%

⾦属くず
5%

飲料
4%

その他
19%

平成30年
移⼊量

110万トン
（うちRORO貨物59万トン）

（対前年⽐1.15）

（対前年⽐1.02）

移出量
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鉄鋼
【ナカジマ
鋼管㈱】

鋼管【ナカジマ鋼管㈱】
金属くず【㈱高忠商会等】

自動車部品
（エンジン）

【スズキ㈱】

二輪車
【スズキ㈱】

自動車部品
（ワイヤーハーネス）

【矢崎総業㈱】

＜西ふ頭1～2号岸壁＞

完成自動車【スズキ㈱】

自動車部品（変速機）【ジヤトコ㈱】

牧之原市御前崎市

コンテナ
ヤード

港湾関連用地
（モータープール）

8・
9号

岸
壁

（-
5.

5ｍ
）2

00
ｍ

10号岸壁（-14m）280m

港湾関連用地
（モータープール）

バイオマス発電所予定地

1号岸壁：
自動車専用船が利用

紙・パルプ
【日本製紙㈱、新東海製紙㈱、

王子マテリア㈱】

2号岸壁：
内航RORO船と
自動車専用船が利用

完成自動車の荷役状況（西埠頭）

港湾関連用地
（鉄鋼（コイル）置場）

Ⅲ 御前崎港の概要 （２）取扱貨物の現況（西埠頭での取扱状況）
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Ⅲ 御前崎港の概要 （３）御前崎港の定期航路

御前崎港

シンガポール

スービック

ﾏﾆﾗ

釜山

寧波

光陽

ポートケラン

レムチャバン

ブンタオ

タンジュンペラパス

※MSC航路 2018年6月より、寄港地変更（中国寧波フィーダー → ﾍﾞﾄﾅﾑ・ﾏﾚｰｼｱ･ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ フィーダー）

【ＭＳＣ ＲＯＳＡＲＩＡ】
全長：275m 載荷重量トン数：63,427DWT
コンテナ積載可能数：4,892TEU

TEUs DWT 全長（ｍ） 喫水（ｍ）

■日本-韓国･中国･フィリピン航路
　（サービス名：CPX２）
　　2016年9月開設

SITC Japan １便/週（水）
御前崎（水）－清水（木）－横浜（木/金）－釜山（土/日）－上海（月/火）－寧波（水/木）

－マニラ北【フィリピン】（土/日）－マニラ南【フィリピン】（日/月）－スービック【フィリピ

ン】（火）－上海（金/土）－名古屋（火）－四日市（火/水）－豊橋（水）－御前崎（水）
1,049 12,782 142.7 8.2

■日本-ベトナム・マレーシア・シンガポー
   ルフィーダー航路
　（サービス名：ORIGAMI EXPRESS）
　　2015年1月開設

MSC JAPAN １便/週（水）
御前崎（水）→四日市（水/木）→名古屋（木/金）→ブンタオ【ベトナム】（水/木）→シン

ガポール（土）→タンジュン ペラパス【マレーシア】（日）→レムチャバン【タイ】（水）→ブ

ンタオ【ベトナム】（金/土）→東京（日/月）→横浜（月/火）→御前崎（火/水）
4,892 63,427 275.0 13.5

■日本-シンガポール･マレーシア航路
　（サービス名：JSX/JPX）
　　2017年4月開設

CMA-CGM Group/
APL

１便/週（水）
御前崎（水）－名古屋（木）－神戸（金）－シンガポール（金/土）－ポートケラン【マレー

シア】（土/日）－横浜（月/火）－東京（火）－御前崎（水）
3,534 42,141 231.0 12.0

国際コンテナ航路 船社名 寄港頻度 寄港地
就航船舶諸元（最大船型）

■コンテナ船の大型化（2018年６月～）
【従前の最大船型】
全長：240m 載荷重量トン数：43,140DWT
コンテナ積載可能数：2,880TEU

御前崎港に寄港したMSC ROSARIA 15

14

Ⅲ 御前崎港の概要 （３）御前崎港の定期航路
■国内コンテナ（国際フィーダー）定期航路（国内）：週２便

■国内RORO定期航路：週３便

さんふらわあ はかた ひまわり6

（2019年4月現在）

航路 船社名 寄港頻度 寄港地
就航船舶諸元（最⼤船型）

TEUs DWT 全⻑
(m)

喫⽔
(m)

東海〜関東
航路

OOCL
Japan

2便/週
（⽕・⽇）

移出︓御前崎（⽇）⇒四⽇市（⽉）
※四⽇市でKTX3サービスに接続
御前崎（⽕）⇒横浜（⽔）

※横浜でKTX1,KTX2サービスに接続
移⼊︓横浜（⼟）⇒御前崎（⽇）

※横浜でKTX1,KTX2サービスから接続
東京（⽉）⇒御前崎（⽕）

※東京でKTX3サービスから接続

250 1,820 96.8 －

航路 船社名 寄港頻度 寄港地
就航船舶諸元（最⼤船型）

トラック
積載台数 DWT 全⻑

(m)
喫⽔
(m)

関東〜九州
航路

商船三井
フェリー

3便/週
(⽔・⾦・

⽇)

下り便︓東京（⽕・⽊・⼟）⇒御前崎（⽔・
⾦・⽇）⇒博多（⽊・⼟・（⽉））

上り便︓博多（⽕・⽊・⼟）⇒⼤分（⽔・⾦・
⽇）⇒東京（⽔・⼟（⽉））

160台
（12m） 6,389 166.0 7.02

※就航船舶
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金谷御前崎連絡道路の概要図

金谷相良道路Ⅱ（完成イメージ）

■諸 元

・事業主体 ： 静岡県

・区間 ： 島田市竹下～牧之原市地頭方

・延長 ： 約30km

■金谷御前崎連絡道路の役割

・陸・空・海の交通ネットワークの形成

■整備状況

① 相良バイパス北伸工区（４km）

2011年1月23日開通

② 立体交差化

菅山ＩＣ（2012.3.17） 大沢ＩＣ(2012.8.5)

③ 金谷相良道路Ⅱ（約3km）

2011年度事業着手

国道1号藤枝ＢＰ
2016年度 4車線化事業着手

L=10.7ｋｍ(直轄事業)
至 東京

至 東京

御
前
崎
港

地頭方IC

西萩間IC

至

浜
松

菅山IC

大沢IC

沢水加IC

菊川IC

六本松IC

相良牧之原IC

須々木IC
金

谷
御

前
崎

連
絡

道
路

約
3
0
k
m

南
遠
道
路

7
km

相
良
バ
イ
パ
ス

約
1
0
km

金
谷
相
良
道
路

5
km

金
谷
相
良
道
路

Ⅱ
約
3
km

2011.1.23開通
北伸工区(4km)

大寄IC

笠名IC

大代IC

旗指IC

倉沢IC

東萩間IC

2012.3.17
立体交差化

2012.8.5
立体交差化

至 名古屋

至 名古屋

国道1号島田金谷ＢＰ
2012年度

4車線化事業着手
L=10.4ｋｍ(直轄事業)

野田IC島田金谷IC

2011年度
事業着手

向谷IC

焼津IC

①

②

③

②

2016年度
4車線化事業着手

L=1.4km

Ⅲ 御前崎港の概要 （４）周辺交通ネットワークの状況
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Ⅲ 御前崎港の概要 （５）賑わい空間の創出（みなとオアシス）

マリンパーク御前崎

御前崎観光物産会館「なぶら館」海鮮なぶら市場

「みなとオアシス」構成施設・イベント位置図

○「みなとオアシス」の登録認定による地域振興の推進

⇒ 平成27年8月1日の御前崎港夏祭りイベントに併せ、中部地整管内7港目、静岡県３港目の「みなとオアシス御前崎」

が認定。

○客船・帆船の寄港による賑わい創出

⇒日本最大、世界でも最大級の練習帆船「海王丸」が平成29年7月28日～8月1日にかけ2年ぶりに寄港。前回寄港時

（平成27年8月)の一般公開には約7,000人の見学者が海王丸に乗船。寄港期間中の御前崎港への来港者数は数万

人規模となった。

⇒平成28年9月に「御前崎港客船誘協議会」を設立され、客船誘致に取り組まれている。

【凡例】

「みなとオアシス」構成施設

周辺イベント

帆船「海王丸」の寄港

みなとかつお祭り

御前崎みなと夏祭り

津波避難タワー

18
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Ⅲ 御前崎港の概要 （６）最近の話題-①

リーファーコンテナによる食料品初輸入

コンテナターミナルに設置されたリーファープラグの本格
的な利用が可能となり、御前崎港で初めてのリーファーコ
ンテナ（冷凍・冷蔵コンテナ）を利用した食料品の輸入開始
を記念して、平成31年1月21日に式典を開催しました。

(株)やまま満寿多園様のお茶をタイに輸出

食料品輸入セレモニーの状況

御前崎市の「(株)やまま満寿多園」様のお茶を御前崎港か
らタイに輸出することになり、平成30年12月17日に初出荷
が行なわれました。

お茶輸出セレモニーの状況
19

Ⅲ 御前崎港の概要 （６）最近の話題-②

総トン数 ／ 26,594トン 乗客数 ／ 620名
全 長 ／ 183.4ｍ 喫 水 ／ 6.5ｍ

8月20日寄港予定のクルーズ船「ぱしふぃっくびいなす」
（御前崎港初入港）

※日程
8/19横浜
↓
8/20御前崎

08:00入港
17:00出港

↓
8/21和歌山
↓
8/22横浜 20



約４３人に１人
が御前崎港の港湾活動に、何らかの

形でかかわっていることになる

○平成25年度に県が⾏った御前崎港の利⽤に伴う地域経済波及効果の推定結果では、年間3,194億円の直接効果に
よって、県内における御前崎港利⽤に伴う総⽣産誘発額は約4,954億円となり、波及効果は1.55倍

○⽣産誘発額のうち粗付加価値額（⽣産活動によって新たに⽣み出される価値）は、年間1,442億円。また雇⽤者数の合
計は、約16,790⼈となり、県内産業において2.24倍の雇⽤誘発効果を⽣み出している。

○特に御前崎港背後地域においては、地域の総⽣産額の約2.1%、雇⽤者数の約2.3%を担っており、地域の経済活動を
⽀えている。

Ⅲ 御前崎港の概要 （７）御前崎港の地域経済波及効果
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Ⅳ 御前崎港バイオマス発電事業 （１）建設予定地及び完成イメージ

位 置 図

建設予定地
（約5.3ha）

①

②

①

②

完成イメージ（海側より望む）

完成イメージ（陸側より望む）
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名称 （仮称）御前崎港バイオマス発電所建設⼯事

事業者 合同会社 御前崎港バイオマスエナジー
代表社員 株式会社レノバ（東京都中央区）

所在地 御前崎市港 ･牧之原市新庄字浜
出⼒規模 74,950kW（74.95メガワット）
想定発電量 5.3億kWh/年（約13万世帯分）
燃料 ⽊質ペレット他
敷地⾯積 53,249.85㎡
着⼯時期 令和２（2020）年10⽉頃
運転開始 令和５（2023）年１⽉頃

Ⅳ 御前崎港バイオマス発電事業 （２）事業の概要

24



・ボイラーにて発⽣した蒸気をタービンへ送り、発電機により発電
・タービンで使⽤した蒸気は空冷式復⽔器にて冷却・凝縮し、再度ボイラーへ給⽔
・排ガスは排ガス処理設備にて処理し、排気塔から排出

Ⅳ 御前崎港バイオマス発電事業 （３）バイオマス発電の仕組

25

●バイオマス発電施設のスケジュール(予定)
〜平成29年２⽉ 事業者による関係者への説明

(地元説明会︓２⽉19⽇、南駿河湾漁協︓２⽉20⽇)
２⽉24⽇ 環境アセス⽅法書の提出（県環境影響評価審査会︓３回）
３⽉15⽇ 住⺠向け説明会
７⽉19⽇ 環境アセス⽅法書への知事意⾒

（⽅法書に基づく環境アセスの実施）
平成30年９⽉10⽇ 環境アセス準備書の提出（県環境影響評価審査会︓３回）

９⽉24⽇ 住⺠向け説明会
平成31年３⽉11⽇ 環境アセス準備書への知事意⾒

（準備書に基づく評価書の作成）
平成31年４⽉12⽇ 環境アセス評価書の提出・縦覧（〜令和元年５⽉12⽇）

４⽉13⽇ 住⺠向け説明会
４⽉15⽇ 臨港地区内構築物建設許可申請書の提出

（並⾏⼿続き 電気事業法(電気⼯作物の設置︓国)等)
令和２年10⽉頃 建設⼯事着⼯
令和４年後半 試運転
令和５年１⽉頃 商業運転開始

Ⅳ 御前崎港バイオマス発電事業 （４）事業スケジュール

26



Ⅳ バイオマス発電施設の建設予定地について-①

■建設予定地の臨港地区（分区）での位置づけ
建設予定地は、発電施設の建設は禁止構築物となる「商港区」の区域

建設予定地

27

■建設予定地の港湾計画（⼟地利⽤計画）の位置づけ
Ⅳ バイオマス発電施設の建設予定地について-②

建設予定地

建設予定地は、発電施設の建設を想定していない「港湾関連用地」（倉庫、モータープール等）の位置づけ

28
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・建設許可申請への対応について

⽅法 内 容

⽅
法
①

港湾計画（⼟地利⽤計画）
を変更

・発電施設の建設が可能となるよう、現在
の「港湾関連⽤地」から「⼯業⽤地」に
変更

臨港地区の分区を変更 ・臨港地区の分区を商港区から⼯業港
区に変更

⽅
法
②

分区条例第３条ただし書きの知事許
可事由「その他特別の事情によりやむ
を得ないと認められる場合」※にて処理

・分区条例に定められた禁⽌構築物を建
設したい場合、条例施⾏規則に基づき
許可申請書を知事に提出

港
湾
計
画
等
変
更

※平成5年7⽉16⽇、知事の許可事由に「その他特別の事情」を追加する条例改正実施。条例制定後30
年近くが経過し、社会経済情勢の変化に対応した規制の⾒直し。３つの検証事項が実施要件

Ⅴ 事務処理方針 （１）基本的な考え方

30



１ 審議事項
事業予定者（以下「㈱レノバ」という。）から申請のあった御前崎港臨港地区内における構築物建設

許可について

２ 審議内容
㈱レノバは、御前崎港で74,950kW（74.95メガワット）規模の⼤規模バイオマス発電所を建設す

る計画を進めている。
しかしながら㈱レノバが計画しているバイオマス発電所の建設地は、御前崎港の臨港地区（商港

区）内に位置するため、当該施設の設置には「静岡県の管理する港湾の臨港地区内の分区における
構築物の規制に関する条例」（以下「分区条例」という。）に基づく知事の許可が必要となる。
⼀⽅、事業内容が国の政策である再⽣可能エネルギー振興に沿ったものであり、本県にとっても取り組

むべき課題となっている。また、建設場所の位置や当⾯の⽬安である事業期間（20年間程度）につ
いては、現状の港湾管理上も今後の港湾利⽤計画上も⽀障はない。
加えて同施設の⽴地により、港湾貨物の取扱量の拡⼤等が期待でき港湾振興上有意義である。
このようなことから、本事業は公益上の必要性が⾼く港湾管理者である県としても協⼒すべきものと判

断し、 「静岡県の管理する港湾の臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例」第３条た
だし書きの規定に基づき許可したいと考えるので、御前崎港臨港地区内における構築物建設許可につ
いて審議会に諮問するものである。

31

Ⅴ 事務処理方針 （１）基本的な考え方

31

○「その他特別の事情によりやむを得ないと認められる場合」については、以下の３項⽬について検証
○本事業の許可に係る検証結果は以下のとおりであり、許可事由を⼗分に満たすことから、分区条例

第３条ただし書きに基づく許可を⾏うこととしたい。
検証事項 結果

①現状の港湾の管理
上、⽀障のないこと

・バイオマス発電計画⽤地が⺠地であり対象地が特定されている
・臨港道路等により周辺の物流施設と分離
・埠頭内の既存の荷役、貨物輸送に⽀障なし
（原料搬⼊が1.5回/⽉、5⽇/回程度）

②今後の港湾の利⽤
計画上への⽀障

・バイオマス発電施設の当⾯の事業期間の⽬安が固定価格買取制度（FIT）の20年間とな
っており、県が計画している港湾施設の整備及び⼟地造成が完了するまでの期間も同程度要
することから現時点では⽀障なし
・許可条件に、固定価格買取制度に基づく発電事業の終了の際は、再協議する必要がある旨
を付与。（固定価格買取制度︓営業運転開始から最⻑20年間）

③構築物の建設の必
要性や合理的な理由

・国の政策である再⽣可能エネルギー振興に沿ったもの
・「静岡県の新ビジョン」「第3次静岡県環境基本計画」「ふじのくに地球温暖化対策実⾏計画
」「ふじのくにエネルギー総合計画」「静岡県バイオマス活⽤推進計画」の実現に寄与
・同施設の⽴地により、港湾貨物の取扱量の拡⼤が期待でき港湾振興上有意義
・近隣市町の雇⽤創出への期待
・津波避難施設としての利⽤への期待
・環境教育の実施

Ⅴ 事務処理方針 （２）検証事項と結果

→なお、許可に際しては、予め、関係市（御前崎市及び牧之原市）への意⾒聴取を⼗分に⾏う必要
がある。
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御前崎市 牧之原市

特に異議はありません。ただし、建築基準法やその他の
法令に⽀障がないこととするために静岡県において、建築
中や建築後に各種法令違反が無きよう、監視・指導す
ることを求めます。
また、近隣町内会等への説明会及び協議を充分に実
施し、事業に対する理解を得て、後々のトラブルがないよ
うに配慮するよう指導することを求めます。

特に異議はありません。ただし、各種法令等の定めるとこ
ろにより、許可、認可、関係機関の議決などを要する場
合においては、その法令及び⼿続を遵守するとともに、地
域住⺠の事業に対する理解を得るために配慮するよう、
静岡県において、監視、指導することを求めます。

㈱レノバ
建築基準法やその他の法令に⽀障ない様万全を期し、
建築中や建築後においても各種法令違反が無きようい
たします。
また、近隣町内会等への説明会及び協議を充分に実
施し、事業に対する理解を得て、後々のトラブルがないよ
うに配慮いたします。これまで、環境影響評価の過程で、
近隣町内会や関係団体への説明を複数回⾏い、地域
住⺠の意⾒を可能な限り反映して事業計画を検討して
きました。今後も、継続して地域住⺠への説明を尽くして
まいります。また、稼動後においては、発電所への⾒学者
を積極的に受け⼊れる等の活動を⾏い、地域住⺠の理
解を得られるように努⼒してまいります。

各種法令等の定めるところにより、許可、認可、関係機
関の議決などを要する場合においては、その法令及び⼿
続を遵守いたします。
また、地域住⺠の事業に対する理解を得るために配慮い
たします。これまで、環境影響評価の過程で、近隣町内
会や関係団体への説明を複数回⾏い、地域住⺠の意
⾒を可能な限り反映して事業計画を検討してきました。
今後も、継続して地域住⺠への説明を尽くしてまいります
。また、稼動後においては、発電所への⾒学者を積極的
に受け⼊れる等の活動を⾏い、地域住⺠の理解を得ら
れるように努⼒してまいります。

Ⅴ 事務処理方針 （３）関係市への意見聴取と事業者の回答

33

審議の概要Ⅰ

御前崎港の概要Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ 事務処理⽅針

御前崎港バイオマス発電事業

静岡県地⽅港湾審議会Ⅱ

目 次

Ⅵ 関係機関の意⾒

34



Ⅵ 関係機関の意見

意見 回答

建設予定地の港湾計画の土地利用計画につ
いて、現行の「港湾関連用地」（＝倉庫、モー
タープール等が立地することを想定）から、発電
所の立地に馴染む「工業用地」へと変更されな
いのか。

港湾計画の土地利用計画については、今後、
発電所の立地に馴染む「工業用地」へと変更し
てまいります。
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